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１．はじめに

近年、水道事業においてスマートメーターで取得し

た水使用量データの利活用に関する関心が高まってい

る。本稿は、スマートメーターによって得られたデー

タの利活用において先行する電力消費データ分析の経

緯と動向とをサーベイし、ひいては水使用量データを

活用した新たな料金制度の検討に役立てることを狙い

としている。

以下、電力消費データ分析の経緯から近年に至る主

な研究動向をサーベイし、次に水道料金制度検討を念

頭に置く観点からの留意点について若干の考察を行

う。最後に本稿のまとめと課題について述べる。

２．電力消費データ分析のサーベイ

１）歴史的経緯と初期の研究成果

電気は歴史的に非弾力的な財であるということが共

通理解となる一方で、その確実な供給には中長期的な

観点からの設備投資を必要とすることから、伝統的な

料金理論における「ピーク・ロード・プライシング

（peak-load pricing）」の研究が多く重ねられ、その過

程で需要の価格弾力性が推計されてきた。たとえば 

Matsukawa ［2001］は、1993 年の日本の東北４県の

家計の時間帯別需要データから需要関数を推計して、

時間帯別電灯料金選択家計の価格弾力性（絶対値表示）

を、ピーク時：0.70 ～ 0.78、オフピーク時：0.51 ～ 0.72

と推計している。

また、特に 1980 年代以降のわが国においては、夏

季平日のピーク時間帯の需要の尖鋭化が電力設備投資

額の増嵩を招き、先鋭化するピーク需要をいかに平準

化するかが社会的にも重要な問題であった。このため

の試みの一環として、前述のピークロード料金の在り

方が検討され、たとえば 1996 年から 1999 年にかけて
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福岡で実施された夏季平日のピーク時間帯の電力消費

量削減に応じて協力金を支払う実験では、電力需要の

協力金単価に関する弾力性（絶対値表示）は 0.06 ～ 0.14

（松川［2003］）であった。

このような「需要家側に何らかの働きかけを行い、

電力の使い方を社会的に望ましい形に誘導すること」

を「デマンドサイド・マネジメント（Demand-Side 

Management: DSM）」といい、DSM は電力負荷を直

接的ないし間接的に制御することを試みた米国におけ

る統合資源計画（Integrated Resource Planning）の

流れも汲んでいる。DSM のうち特に「時間的に変化

する電力価格、もしくは卸電力価格高騰時や需給逼迫

時に電力使用を減らすように設計された報酬に反応し

て、最終需要家自らが通常の電力消費パターンから電

力使用を変化させること」（浅野・永田［2015］）は「デ

マンド・レスポンス（Demand Response: DR）」と呼

ばれる（１）。DR の分類として、後述する価格が変化

するように設計された料金体系を「価格ベースのプロ

グラム」と呼び、計器や電気機器の直接制御や電力負

荷を遮断ないし削減するプログラムなどのように、需

要削減に対するインセンティブの支払を行う「誘因

ベースのプログラム」と区別することがある。

DR の基本的な手法として家庭用需要家向けの情報

提供が行われる。わが国では HEMS （Home Energy 

Management System）と呼ばれる家庭における機器

制御システムが開発され、家庭内の情報端末や表示

器を介して使用情報を伝え、電力消費量の変化を促す

試みは、NEDO プロジェクトなどでも実施されてき

た。また、電力料金を随時変化させて電力消費量の

変化を促す「ダイナミック・プライシング（Dynamic 

Pricing: DP）」は、計量上の課題などから主に産業用・

業務用等の大口需要家向けの実験として、1980 年代

以降に国内外で行われてきた。

家庭用需要家が対象の DR の検討が本格的に進んだ

のは、米国カリフォルニア州での 2000 ～ 2001 年の深

刻な電力危機や 2003 年の北米大停電が発生した 2000

年代以降のことである。電力危機は電力市場の不完全

性とピークロード・マネジメントの重要性を改めて明

確化し、従前からの季節別時間帯別料金制度（Time-

of-Use: TOU）に加え、卸電力市場価格を柔軟に小売

価格へ連動させるリアルタイム・プライシング（Real 

Time Pricing: RTP）や、電力需給のタイト化が予想

される緊急ピーク時に特別な価格を提示するクリティ

カルピーク・プライシング（Critical Peak Pricing: 

CPP）（２）、市場価格に連動してピーク時の料金を変

動させる変動ピーク・プライシング（Variable Peak 

Pricing: VPP）などの研究蓄積や制度面への応用が従

前以上に盛んに行われるようになった。

また情報通信技術の発展と再生可能エネルギーを

含む分散型電源の相対的な効率性向上等を背景とし

て、電力系統を地域的に最適制御するスマートグリッ

ド（Smart Grid）と呼ばれる概念が普及し、その一つ

の要素としてスマートメーターを活用した多種多様な

DR が検討されるに至った。

わが国では 2009 年 11 月には次世代エネルギー・社

会システム実証事業が立ち上がり、横浜市、豊田市、

けいはんな学研都市、北九州市の４地域で DR を含む

フィールド実験が設計され、2011 ～ 2014 年度に DR

（出所）IRENA［2019］等を参考に作成。図部分は同 Table1 から引用。

（図１）DR料金体系の例
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の経済効果が測定された。これら４地域実証結果（３）

は「約２割のピークカットが継続的に可能であること、

CPP の価格を高くした場合でも、その効果は飛躍的

に伸びるわけではないことを確認」と総括され、また

併せて「①電気料金負担が増加する可能性、②オフピー

ク時間帯の安く受ける割引メリットよりもピーク時間

帯に電気料金が大幅に割高となるデメリットを重視す

る、③需要の大きい時間帯に電気料金を引き上げるの

はフェアではない等の課題があり、CPP の普及には

更なる取組が必要と考えられる」としている（資源エ

ネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部 ［2016］）。

DR の効果は、狭義には電力消費量の抑制もしくは

シフトを指すが、電気という財の特質に即して時間軸

の異なる効果を有する。すなわち、事故発生時の対

応のための予備力対応、風力や太陽光等の変動性電

源への柔軟な対応、中長期的な電源代替としての容

量面での対応である（Olsen et al. ［2013］，Lee et al. 

［2016］）。品質維持のための系統安定機能はアンシラ

リー・サービス（Ancillary Service: AS）と呼ばれ、

電力市場において重要な役割を果たしているが、電

力における DR 分析を論じる際は、これら容量市場

や AS 市場との関係についても念頭に置く必要がある

（Du et al. ［2019］, Ch.1 他）。ただし電力品質の維持

を目的とする場合、価格ベースの DR では応答が遅れ

るため有効に機能し得ないのではないかとの指摘がさ

れており、効率的なエネルギー・マネジメント・シス

テム（EMS）の有無がポイントとなる（Joskow and 

Wolfram［2012］）。

２）DRに関する主な実証の成果（国外実証）

依田・田中・伊藤［2017］は、米国の DR のフィー

ルド実験の殆どが RCT（無作為比較対照法）に基づ

いていないとして結果の信頼性に疑問を呈する。同書

も紹介するように、Faruqui and Sergici ［2010］（米

国 15 実証のピーク需要削減率は TOU：３～６％、

CPP：13 ～ 20 ％、 削 減 技 術 ＋ CPP：27 ～ 44 ％）、

Faruqui et al. ［2010］（米国 67 実証のメタ分析で DR

の削減効果が５％未満から 50％超まで幅広く分布す

ることを踏まえ、地理的条件の差異や料金制度のタイ

プと支援技術の有無によって削減効果が変わることを

示した）、Cappers et al. ［2015］（米国 10 事業者の 11

実証のサーベイで、CPP のピーク需要削減率が平均

21％であるのに対してリベートを用いる CPR は平均

11％に留まること、遠隔制御のエアコンを活用する場

合に削減効果が大きいことを示した）などがある。

DR を政策として実装・展開する場合にその効果を

左右するのは、①消費者の DR プログラムへの参加率、

②参加者の行動変容（需要応答）、③その行動変容の

持続程度、である（米国 EPRI［2012］）。

プログラムへの参加率については、Parrish et al. 

［2020］が近年の 29 プログラム、35 の DR メニュー

の選択加入（opt-in）と選択退出（opt-out）を確認した。

参加率は２％～ 98％と様々で、DR メニューの種類に

よる参加率の差は認められず、むしろ参加を促すため

の方策（個別説明、信頼できる機関の活用、ローカル・

ミーティングや地域コミュニティの取組みなど）が重

要である（Potter et al. ［2014］, Blumsack and Hines 

［2013］）。Parrish et al. ［2020］ は選択加入方式を採用

した約半数の事例でターゲットとする人口の 10％以

下しか参加せず、参加率が相対的に高い選択退出方式

の場合は後述する需要応答が相対的に小さくなること

を指摘している。

プログラム参加者の行動変容の程度については、

CPP 等の金銭的インセンティブを用いてピーク時に

おける電力消費量の変化を促す方法は７～ 22％程度

の効果を有すると期待される（Faruqui and Sergici 

［2010］など）。リベートの形で提供されると（CPR）、

その効果は CPP の半分程度である（Wolak ［2011］

など）。Parrish et al. ［2020］ は近年の 52 の研究論文

をサーベイし、家電機器の直接制御の効果は平均的に

30 ～ 40％の大きな削減（４）、単なる節電情報の提供や

静態的な TOU（わが国の伝統的な季節別時間帯別料

金制度など）が主に 10％未満の削減であり、殆どの

DR メニューが 10 ～ 30％の期待削減効果となること

を示した。機器を直接操作する介入や、柔軟に価格を

変動させる動的なスキームは平均的な期待削減効果が

高い。実効性を高めるポイントとして、自動化技術の

水準とリアルタイムの情報、情報家電の保有等とベー
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スとなる電力需要水準、ピークとオフピークの価格比

や比較可能なインセンティブなどが指摘されるが、こ

れらの要因がすべての期待効果差を説明できるわけで

はないと結論している。

家庭用電力需要の弾力性の推計は、前提となる需要

関数の導出などが研究によって多様であるために一括

して論じることは困難だが、敢えて個々のアプローチ

の違い等を捨象して、短期および長期の自己価格弾力

性の推計値を図２にプロットした。値が上位および下

位の各３つを除いた単純平均は、短期 0.29、長期 0.59

となり、旧来の諸研究と概ね整合的である。

これまでの実証では、非金銭的なインセンティブ付

与についても検証されてきた。その一つが宅内表示

（IHDs）による情報提供であり、たとえば、現在の価

格表示機能、過去の自身の使用量との比較データ等が

与えられる。この IHDs への表示や、あるいはスマー

トフォンや PC に表示されるメールや SNS のメッセー

ジなどを介して、単なる情報の非対称性の解消以上の

情報が積極的に提供される場合は、最終消費者に対す

るより意図的・積極的な介入が行われたと解すること

ができる。これには説得的な節電要請ないし道義的

勧告や、社会比較などが含まれて、行動経済学でいう

「ナッジ（Nudge）」の領域になる。近年はこうしたリ

サーチ・クエスチョンに係る研究が増えており、その

成果が蓄積されている（５）。

また、こうした行動の限定合理性や迅速な反応の難

しさを前提に、データを用いたクラスタリングを実施

してより効果的なプログラムとするための参加者の

ターゲティングや、参加者がプログラム等を活用して

自動的に電力消費量を変化させる具体的な方法の在り

方に関する研究なども進んでいる（６）。家庭の最適行

動のアルゴリズムとしてエネルギー費用最小化を目指

す様々なモデルが採用されるが、スマートメーターの

設置に加えていわゆるスマート家電や蓄電池システ

家庭用電力需要の自己価格弾力性（44研究論文の概数値）
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（出所）Andruszkiewicz et al.［2019］, Yin et al.［2016］を参考に作成

（図２）近年の 44研究論文が導出した家庭用電力需要の自己価格弾力性
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ム、電力取引などが可能なスマートグリッドの実装を

ふまえた各種予測や最適化のための研究も進んでい

る（７）。

行動変容の持続の観点からは、プログラムを継続し

た場合の効果の低下が観察され、「反応疲れ」の問題

として認識されている。たとえば Allcott ［2011］は 

Opower 社が用いた社会的比較のナッジ効果が短期的

に 11 ～ 20% の料金上昇に匹敵することを明らかにし

たが、Allcott and Roger ［2014］ はそのプログラムの

効果の持続性を分析し、限界効果が習慣化によって低

下することを示した。しかし他方で、長期的には習慣

や技術がある種の資本として蓄積されることで長期的

効果を過小評価すべきではないとの見方もある。

３）DRに関する主な実証の成果（国内実証）

次に近年の国内実証を対象とする分析事例を紹介す

る。

Kim, Shimada, Ochi, et al. ［2016］ は、2012 年以降

３年間の沼島に居住する 50 世帯を対象に、パネルデー

タによる変量効果モデルで、ライフスタイル要因、ウェ

ブサイト閲覧頻度、気象要因のコントロールが、1 時

間当たりのエネルギー消費量にどのくらい影響を与え

るかを検証した。DPの導入により13.8％のエネルギー

消費が削減された。

小松、向井、西尾他［2017］は、2017 年度冬期にスマー

トフォンアプリを用いた家庭向け省エネサービスの実

証を行い、平均的な省エネ効果は 2.5％で、アプリ高

利用頻度モニターの省エネ効果が 1.6％高いこと、レ

ポート・アラート併用の通知によって日中平均閲覧率

が 3.05 向上したことを示した。

Ida, Murakami, and Tanaka ［2020］は、横浜市で

スマートメーターと HEMS を装備した 1,202 戸の家

庭を対象とする 2013 年夏の実証実験で、CPP の効

果を RCT アプローチによって測定した。コントロー

ル・グループは、定額契約、TOU 料金契約＋ CPP0.6

ドルと、定額契約、TOU 料金契約＋ CPP1 ドルに分

けられた。30 分間隔のデータを用いてピークカット

効果をパネルデータによる固定効果モデルで推定し、

CPP 料金は太陽光発電の生産消費者の３～４％の利

用削減を促し、太陽光発電を利用するほどピークカッ

トが小さくなることを明らかにした。

このほか、Ida et al. ［2020］ による実証分析（横浜

市青葉区の HEMS 設置世帯を対象とする 2015 年１月

～９月の限界支払意思額の計測）、Gamil et al. ［2020］ 

によるマイクログリッドの経済性評価（沖縄において

DR を海水活用型の再生可能エネルギーと組み合わせ

てマイクログリッドの最適経済性を探る）などの研究

がある。

このように、近年はわが国においても消費者の DR

プログラムへの参加率、参加者の行動変容に着目した

研究が蓄積されている。再生可能エネルギーの導入を

念頭に置いた分析が増えているのは海外と同様の傾向

であり、さらにデジタル化の浸透を前提としたスマー

トフォンのアプリ利用を介した行動変容の分析など

は、今後の実践的手法のあり方を探る試みである。

３．水道料金制度検討を念頭に置く観点からの留意点

今後の水道料金制度検討を念頭に置く観点からは、

電気と水という財の性質の違いや、各事業の特質など

を考慮する必要がある。以下、水道事業での適用を検

討する上で重要な期待効果の捉え方等に関していくつ

か留意点を指摘する。

１）期待効果測定における時間軸の設定

電力の DR は歴史的経緯にその源泉があり、中長期

にわたる省エネルギー・高効率機器の導入促進および

既に保有している低効率機器の代替などへの期待も高

い。すなわち、DR による短期的な（１日単位・週間

単位・季節単位での）需要シフトのみならず、中長期

的な（数年以上の単位での）需要抑制や負荷パターン

の変化も併せて期待されている。加えて近年では、太

陽光発電や風力発電のような変動性電源の大量導入と

共にアンシラリー・サービスと呼ばれる系統安定機能

のための活用が DR にも期待されており、この場合は

逆に、分単位・秒単位での即応性や需要応答の確実性

が求められ、フレキシビリティを高めることが DR の

プログラム実装とその普及拡大を推進する大きな動機

となっている。
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水道事業への DR 適用を検討するにあたっては、電

気と水の財の性質やその使われ方の違い（たとえば、

貯蔵性、品質の考え方、その財が投入されて価値を生

む機器・サービスなどの違い、他の産業・サービスな

どとの関連など）、それを扱う産業組織の違いなどを

ふまえる必要がある。これらの相違が DR プログラム

の期待効果に与える影響は、今後スマートメーターを

実装し、プログラム導入実施を検討するにあたって特

に重要な論点の一つになろう。

電力の場合、省エネルギーに関する問題意識は、消

費者の短期的・直接的な利益向上（費用節減）ばかり

ではなく、中長期的な高効率機器の導入普及による産

業政策的経済波及効果や、（特にわが国のようなエネ

ルギー資源に乏しい国では）エネルギー安全保障の向

上にも繋がるといった、幅広い時間スパンでの効果が

期待できる。このため、既述のように仮に短期0.3程度、

長期 0.6 程度の価格弾力性であるとして、これらを通

じて短期から長期にわたる多面的な効果（８）を期待便

益として織り込むことも妥当と評価し得る。

他方、水道事業への適用においては、その貯蔵性や

品質維持のためのネットワーク・サービスの性質の違

いをふまえると、電力のアンシラリー・サービスのよ

うな瞬時の運用は事業者に求められず、DR に対する

技術的要請も相対的に小さい可能性がある。また、こ

れを日単位での負荷シフトでみた場合、負荷平準化に

よる設備投資等の回避・節減効果がどの程度かが問わ

れる。

２）都市部と地方部との対比

電力における研究成果の蓄積は、社会的経済的状況

やプログラム参加家計の性質と効果との関連にも及ん

でいる。たとえば、Srivastava et al. ［2018］ は 2006

年から 2017 年にかけて公表された 32 本の研究論文の

メタ分析によって、DR プログラムが成功する地域の

条件として、より高度に都市化が進んでいること、経

済成長が高いこと、再生可能エネルギー政策がより支

持されていることを示した。他方、国内の都市部と地

方部との対比を行った研究があり（ポルトガルが対象

のSilva et al. ［2018］、中国が対象のYin et al. ［2016］）、

それぞれ都市部よりも地方部の方が弾力的である（ポ

ルトガルは都市部 0.63 に対して地方部 0.78、中国は

短期弾力性が都市部 0.36 に対して地方部 0.78、長期

弾力性が都市部 0.60 に対して地方部 1.42）。

DR 効果の大きさを論じるにあたって、上記の「よ

り高度に都市化が進んだ地域の方が成功する」との結

果と、「都市部よりも地方部の方が弾力的である」と

の結果とは一見相矛盾するようだが、必ずしもそうと

は限らない。たとえば同じ中国を対象とした Li et al. 

［2011］ では都市部 0.36 に対して地方部 0.06 となって

おり、地方部においては電気使用が必需的なものの

割合が多いためこのような結果になると理解されて

いる。こうしたことを考慮すれば、「地方部」と一括

りにして解されるものではなく、その地域の経済的

な発展段階や成熟度、家計の所得水準やライフスタ

イルなどによって、当該地域の価格弾力性や DR 効果

の程度が変わり得るものだと考えることが妥当であ

ろう。実際に、所得水準が高いほど DR プログラムへ

の参加意思が低下するとの研究結果もある（Wang et 

al. ［2020］）。これらをふまえた仮定として、必需財的

使用が中核を占める発展途上状況から経済発展段階に

至るにつれて地方部の都市化が進み、電力の価格弾力

性も大きくなるが、ある段階で（おそらくは高効率の

家電製品等がある程度普及してライフスタイルが定着

するなどした段階で）また価格に対して非弾力的とな

り、必需財的な使われ方をする。また高所得になるほ

ど金銭的なインセンティブに対する反応が薄れると考

えられることもこの一つの要因となり得る。しかしこ

れがさらに進んで「未来型都市」のような資本装備、

たとえばスマートグリッドのような最先端の各種技術

や関連設備が備わって機能する状況に至れば、ハード

面およびソフト面でのサポートが有効に機能する場合

に DR はまた有効性を高めよう。

水道事業への適用を考える上では、その地域性が事

業展開に密接に関わることから、上記の点にはとりわ

け留意が必要であろう。都市部か地方部かという単純

な二分法ではなく、先述の時間軸の検討と併せて、ど

のような地域・コミュニティへと展開していくのか、

実装以降の工程表と各段階で予想される成熟・発展状
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況等との関連も含めて、総合的に検討していくことが

重要であろう。その際、電力の場合は周辺機器・シス

テムなども含めた総合的な効果（たとえば、電気自動

車などを含む蓄電システム、ヒートポンプや地域熱供

給などの面的供給が可能なエネルギーシステムの活用

など）も考慮したビジョンが相対的に描きやすいのに

対して、水道事業の場合はどこでどのように包括的に

便益を見出していけるかについて、前向きな検討が期

待されるところである。

３）期待効果における社会的意義の観点

最近の電力の DR においては、その実施理由として

社会的意義が重視されている。たとえば、「電力等の

エネルギー需要削減が CO2 排出量の削減を通じて地

球温暖化問題に対処するための脱炭素社会の実現に資

する」という社会的意義は、電力の DR プログラムの

導入・普及を図る上で、近年ますます強調される傾

向にある。特に環境意識が高い欧州では、電力市場

改革もかつてのような効率性向上よりもむしろ再生

可能エネルギーの導入拡大やこれを可能にするため

の各種の施策が注目され、DR によって需要側のフレ

キシビリティを高めることが進むことへの期待も高い

（こうした観点から DR の潜在的役割を述べたものと

して Hale et al. ［2018］、欧州の市場モニタリングと

して Delta Energy & Environment Ltd. and smartEn 

［2019］、ドイツ・スウェーデン・フランス・英国の４

か国の家庭用電力需要が持つフレキシビリティの大き

さに関する研究をレビューした Mata et al. ［2019］な

どがある）。

先述の通り Wang et al. ［2020］ では高所得層ほど

DR プログラムへの参加意思が低下することを指摘

したが、Ito ［2015］、Matsukawa ［2016］、Royal and 

Rustamov ［2018］ などが指摘するように、非金銭的

インセンティブも DR の実効性を有する。DR の導入

や有効性の阻害要因についての検討は様々存在するが

（たとえば Nolan and O’Malley ［2015］、Haeri et al. 

［2018］など）、それらの殆どが金銭的インセンティブ

と非金銭的インセンティブを併用してプログラムを設

計することによって DR の実効性を高め得ると指摘し

ている。また、DR の阻害要因として、プログラム参

加者が被る負の効用があげられる（たとえば生活上の

不便や不快感を強いられるなど）。これらは時に先入

観によって形成されている場合があるため、信頼でき

る主体による丁寧なコミュニケーションが重要である

と言われている。

水道事業は、DR に関わる機器やその使われ方の特

質を電力のそれと比較した場合、相対的に手段が少な

い可能性があり、また仮に相対的により必需財的な使

われ方をする場合は金銭的インセンティブを用いた

DR の効果が電力以上に小さくなる可能性もある。も

しも今後の研究成果の蓄積等によってかかる状況が観

察されるような場合には、電力において環境面での社

会的意義が強調されている状況に鑑みて、水道におけ

る DR の社会的意義についても説得的な材料の蓄積や

その効果的な普及啓発などについても検討が必要にな

るだろう。電力分野の研究では、高所得層等で金銭的

インセンティブが低下した場合には精神面でのモチ

ベーションを高めることで DR 効果が期待できること

が確認されている。これは水道事業への DR プログラ

ムの適用を検討する際にも留意すべき点である。

４．本稿の成果と課題

本稿は、現在に至る電力消費データ分析の経緯と動

向を文献レビューによって明らかにし、水道事業への

適用を念頭に置くディスカッションとして、DR の期

待効果の測定には時間軸を考慮する必要があること、

単純な都市部と地方部との二分法ではなくその地域の

実態に応じた検討が必要であること、そして水道事業

の場合も精神面のモチベーションとなるような非金銭

的インセンティブについて考える必要があることなど

を述べてきた。

近年の電力消費データ分析は DR プログラム実証等

の検証やモデル解析について行われるのが一般的であ

り、その研究論文数は膨大な数に及ぶが、本稿はある

程度包括的に全体像を示すことができたのではないか

と考える。他方、個々の論文紹介や論文名の例示につ

いてややアドホックになった点が反省としてあり、網

羅的かつ重要な諸点の内容について具体的に充実させ
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ていくべき点については今後の課題としたい。

謝辞）本研究は、厚生労働省科学研究費助成「水道

スマートメーター導入に向けたデータ利活用の検討

（20LA1006）」における「多様な料金制度の検討」の

一環である。ここに改めて感謝を述べる。

〈注〉

（１）	 米国連邦規制当局（Federal Energy Regulatory 

Commission: FERC）の DR の定義は「時間経

過に伴う電力価格の変化、または卸売市場価格

が高いときやシステムの信頼性が危険にさらさ

れているときに電力使用量を減らすように設計

されたインセンティブ支払いに応じた、最終消

費者による通常の消費パターンからの電力使用

量の変化」である。他に米国エネルギー省（DOE）

や研究論文等にそれぞれ定義がある。

（２）	 DP は課金水準を変化させることによって消費

行動変化を促すが、他方で報奨（リベートな

ど）のようにインセンティブを付与する方式

もあり、たとえば CPP に対応する方式はクリ

ティカル・ピーク・リベート（Critical Peak 

Rebate: CPR）と呼ばれる。これらは理論的に

は同等の効果を持つことが予想されるが、実証

実験においては、後述するように行動経済学的

なバイアス等の存在によって実質的な効果が異

なることが多い。

（３）	 ４地域実証結果の論文・著作として Matsukawa 

［2016］、依田・田中・伊藤［2017］などがある。

（４）	 DR はその殆どが節電行動を促す方向で設計さ

れてきたが、近年の太陽光発電や風力発電のよ

うな変動性電源が系統内で一定以上に増大する

と、供給力過大時にこれに見合う需要増が必要

になる場合がある。このため、こうした状況下

では DR は需要削減ではなく需要増加の効果が

期待される。

（５）	 たとえば Jessoe and Rapson ［2014］, Ito, Ida, 

and Tanaka ［2018］, Gillan ［2017］, Allcott 

and Kessler ［2019］, Knittel and Stolper ［2019］, 

Nab, Jansma, and Gosselt ［2020］など。

（６）	 たとえば Todd-Blick et al. ［2020］, Patel et al. 

［2016］ など。

（７）	 モデル計算に関する研究蓄積のサーベイとし

て、Alam et al. ［2016］や Jordehi ［2019］がある。

（８）	 ただし様々な期待効果が語られる電力分野にお

いても、期待効果の測定は慎重に行うべきと

の見方もある。たとえば、Blasch et al. ［2020］ 

は家庭が現状の生活を維持しようとするバイア

スが働くために古い家電機器をそのまま使うな

どの行動を調べ、David et al. ［2021］ はランダ

ムに選択した家庭の１か月間の電気料金を大幅

に変動させるフィールド実験をしても需要は硬

直的だったことを述べている。既述の通り他に

多くの研究成果が蓄積されていることから、こ

れらの研究成果が直ちに DR 効果がないことを

意味するものではないが、実際のプログラム設

計にあたっては様々な要素を考慮すべきだとい

うことを示唆していよう。
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